
平
成
二
十
年
度
事
業
計
画
・
予
算
決
定

本
年
度
か
ら
い
よ
い
よ
保
険

制
度
改
革
に
伴
う
後
期
高
齢
者

保
険
制
度
や
特
定
検
診
が
始
ま

り
ま
す
。

こ
の
制
度
の
導
入
は
、
建
設

国
保
に
と
っ
て
大
き
な
財
政
負

担
を
強
い
る
だ
け
で
な
く
、
長

年
培
っ
て
来
た
国
保
組
合
員
の

保
険
加
入
が
認
め
ら
れ
な
く
な

る
等
、
制
度
が
抱
え
る
問
題
点

に
振
り
回
さ
れ
て
来
た
こ
と
も

事
実
で
す
。
わ
た
し
た
ち
は
何

と
し
て
も
こ
れ
ま
で
の
現
状
を

守
り
た
い
と
し
て
、
全
建
総
連

を
通
じ
て
取
り
組
み
を
進
め
ま

し
た
が
、
厚
生
労
働
省
の
強
い

政
策
に
よ
り
七
十
五
歳
以
上
の

後
期
高
齢
者
は
、
長
崎
県
全
体

を
一
つ
の
保
険
と
す
る
、
新
し

い
制
度
移
管
と
な
り
ま
し
た
。

本
年
度
の
予
算
は
、
さ
ま
ざ

ま
な
義
務
的
経
費
負
担
の
増
加

に
よ
る
支
出
の
増
加
と
な
る
反

面
、
国
保
組
合
員
の
減
少
に
よ

り
収
入
が
減
少
し
ま
す
が
、
本

年
度
は
保
険
料
据
え
置
き
と
し

て
運
営
を
進
め
る
こ
と
と
し
ま

し
た
。

長
建
国
保
の
新
し
い
取
り
組

み
と
し
て
は
、
特
定
健
康
審
査
、

特
定
保
健
指
導
を
行
い
ま
す
。

こ
れ
は
、
生
活
習
慣
病
の
予
防

に
着
目
し
、
健
康
を
保
持
し
て

行
こ
う
と
す
る
も
の
で
す
。
長

建
国
保
か
ら
毎
年
健
康
審
査
の

案
内
が
あ
り
ま
す
か
ら
、
家
族

を
含
め
て
全
員
が
特
定
健
康
審

査
を
受
け
る
よ
う
に
お
願
い
し

ま
す
。

ま
た
、
健
康
審
査
に
よ
り
生

活
習
慣
の
改
善
が
必
要
と
認
め

ら
れ
る
場
合
は
、
保
健
師
に
よ

る
特
定
健
康
指
導
を
行
う
こ
と

と
な
り
ま
し
た
。
長
建
国
保
で

は
保
健
師
を
新
た
に
雇
用
委
託

し
、
生
活
習
慣
を
見
直
す
た
め

の
サ
ポ
ー
ト
を
行
う
と
共
に
、

健
康
相
談
窓
口
を
開
設
す
る
こ

と
と
し
ま
し
た
。
十
分
に
活
用

い
た
だ
け
れ
ば
と
思
い
ま
す
。

そ
の
ほ
か
の
取
り
組
み
は
記

事
と
し
て
掲
載
し
て
い
ま
す
。

こ
の
一
年
間
、
大
切
に
長
建
国

保
を
守
り
育
て
て
参
り
ま
す
。

皆
さ
ん
の
ご
理
解
を
頂
き
ま
す

こ
と
を
お
願
い
し
ご
あ
い
さ
つ

と
致
し
ま
す
。

長
建
国
保
は
、
去
る
二
月
二
十
八
日
第
七
十
六
回
組
合
会
を
開
催
し
、
本
年
四
月
か
ら
の
制
度

改
正
に
伴
う
後
期
高
齢
者
支
援
金
分
保
険
料
の
賦
課
の
設
定
や
、
前
期
高
齢
者
納
付
金
、
特
定

健
診
等
の
費
用
な
ど
、
平
成
二
十
年
度
事
業
計
画
及
び
予
算
等
が
決
定
さ
れ
ま
し
た
。

去
る
二
月
二
十
八
日（
木
）

ヴ
ェ
ル
シ
テ
ィ
長
崎
（
長
崎
市

茂
里
町
）に
お
い
て
、各
支
部
よ

り
選
出
さ
れ
て
い
る
三
十
七
名

（
委
任
状
提
出
者
七
名
）の
組
合

会
議
員
の
出
席
で
、
第
七
十
六

回
組
合
会
が
開
催
さ
れ
ま
し
た
。

冒
頭
、
相
川
副
理
事
長
の
開

会
挨
拶
後
、
理
事
会
を
代
表
し

て
金
子
理
事
長
よ
り
補
助
金
の

動
向
並
び
に
医
療
保
険
制
度
改

正
の
情
勢
報
告
、
並
び
に
長
建

国
保
の
二
十
年
度
事
業
の
骨
子

に
つ
い
て
報
告
と
あ
い
さ
つ
が

あ
り
、
議
事
に
入
り
ま
し
た
。

議
事
は
、
佐
世
保
東
支
部
の

長
島
則
行
議
長
の
進
行
で
、
平

成
十
九
年
度
補
正
予
算
、
平
成

二
十
年
度
事
業
計
画
及
び
歳

入
・
歳
出
予
算
、
並
び
に
規
約

改
正
等
、
六
議
案
に
つ
い
て
提

案
さ
れ
、
総
額
四
十
一
億
二
、

三
二
五
万
円
の
平
成
二
十
年
度

予
算
な
ど
、
全
議
案
が
可
決
決

定
さ
れ
ま
し
た
。

後
期
高
齢
者
制
度
な
ど
、
本

年
四
月
か
ら
実
施
さ
れ
る
医
療

保
険
制
度
改
正
に
伴
う
経
費
を

含
め
た
長
建
国
保
の
平
成
二
十

年
度
事
業
計
画
、
及
び
予
算
は
、

被
保
険
者
の
減
少
に
よ
る
保
険

料
収
入
が
減
少
す
る
中
で
、
前

期
高
齢
者
納
付
金
や
、
特
定
健

康
診
査
の
義
務
化
、
義
務
教
育

就
学
前
ま
で
の
給
付
見
直
し

（
七
割
↓
八
割
）等
に
よ
る
支
出

増
加
で
、
前
年
当
初
予
算
と
比

較
し
、
九
、
一
二
四
万
四
千
円

の
予
算
増
加
と
な
っ
て
い
ま
す
。

特
に
、
後
期
高
齢
者
制
度
と

共
に
実
施
さ
れ
る
前
期
高
齢
者

交
付
・
納
付
金
制
度
（
六
十
五

歳
か
ら
七
十
四
歳
迄
の
被
保
険

者
の
医
療
費
を
対
象
と
し
た
調

整
制
度
）
に
よ
り
、
前
期
高
齢

者
の
加
入
割
合
が
全
国
平
均
よ

り
低
い
長
建
国
保
は
、
納
付
保

険
者
と
な
り
、
本
年
度
の
納
付

額
の
負
担
は
、
激
変
緩
和
措
置

に
よ
り
、
三
分
の
一
の
約
一
億

程
度
と
な
っ
て
い
ま
す
が
、
二

十
二
年
度
よ
り
満
額
納
付
と
な

り
、
長
建
国
保
に
と
っ
て
今
後

極
め
て
重
い
負
担
と
な
る
こ
と

が
予
想
さ
れ
ま
す
。

新
た
に
支
援
金
分
保
険
料
が
設
定
さ
れ
る

今
回
の
後
期
高
齢
者
制
度
の

実
施
に
よ
り
、
保
険
料
の
賦
課

方
式
が
同
時
に
変
更
さ
れ
ま
す
。

新
た
な
保
険
料
の
賦
課
は
、
従

来
の
医
療
給
付
分
保
険
料
と
介

護
納
付
金
分
保
険
料
に
、
新
た

に
「
後
期
高
齢
者
支
援
金
分
保

険
料
」
を
加
え
た
三
方
式
の
保

険
料
賦
課
に
変
更
さ
れ
る
こ
と

と
な
り
ま
し
た
が
、
制
度
改
正

の
初
年
度
で
も
あ
る
こ
と
等
を

考
慮
し
、
各
賦
課
方
式
に
よ
る

保
険
料
額
の
変
更
は
行
な
っ
た

も
の
の
各
区
分
の
保
険
料
総
額

は
前
年
度
同
額
に
据
え
置
く
こ

と
と
な
り
ま
し
た
。

ま
た
、
本
年
度
の
支
出
増
加

に
伴
う
収
入
不
足
は
、
平
成
十

九
年
度
の
決
算
剰
余
金
を
繰
り

越
す
こ
と
で
賄
う
こ
と
と
し
ま

し
た
が
、
少
子
・
高
齢
者
社
会

の
中
で
、
今
後
国
保
運
営
は

益
々
難
し
く
な
る
こ
と
が
予
想

さ
れ
ま
す
。

後
期
高
齢
者
制
度
の
実
施
に
よ
る
、
支
援

金
分
保
険
料
は
、
後
期
高
齢
者
制
度
を
支
え

る
仕
組
み
と
し
て
各
保
険
者
が
保
険
者
規
模

に
応
じ
て
納
付
す
る
後
期
高
齢
者
支
援
金

（
国
庫
補
助
金
を
除
く
。）
の
費
用
の
た
め

に
賦
課
徴
収
す
る
こ
と
と
な
っ
て
い
ま
す
。

組
合
は
、
平
成
二
十
年
度
の
保
険
料
改
訂

に
つ
い
て
、
県
内
の
景
気
の
動
向
や
、
建
設

事
業
の
就
労
実
態
等
か
ら
現
行
の
保
険
料
額

を
維
持
す
る
こ
と
を
基
本
に
、
新
た
に
設
定

さ
れ
る
支
援
金
分
保
険
料
を
含
め
た
保
険
料

の
改
正
を
行
な
い
ま
し
た
。

平
成
二
十
年
度
の
支
援
金
分
保
険
料
は
、

制
度
実
施
初
年
度
で
あ
る
こ
と
を
考
慮
し
、

支
援
金
分
保
険
料
の
割
合
を
現
行
の
各
医
療

分
保
険
料
区
分
額
に
乗
じ
試
算
し
た
額
と
し

ま
し
た
。

ま
た
、
医
療
分
保
険
料
は
、
支
援
金
分
保

険
料
額
を
差
し
引
い
た
額
と
し
、
実
質
据
置

き
と
す
る
こ
と
と
な
り
ま
し
た
。
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平平
成成
二二
十十
年年
度度
事事
業業
計計
画画
・・
予予
算算
決決
定定

２０年度実質保険料据え置き
保険料の賦課方式変更後も

１．医療分及び後期高齢者支援金分保険料 （単位：円）

平成２０年度保険料
計

１２，８００

１６，８００

１９，８００

８，０００

１０，５００

３，４００

２．介護分保険料 （単位：円）

備考

据置き

後期高齢者
支援金分

１，８００

２，４００

２，８００

１，０００

１，５００

５００

平成２０年度保険料

１，６００

医療給付分

１１，０００

１４，４００

１７，０００

７，０００

９，０００

２，９００

現行

１２，８００

１６，８００

１９，８００

８，０００

１０，５００

３，４００

現行

１，６００

区分

第１種（賃金・給与で就労する組合員）

第３種（建設業等許可を有しない事業主）

第３種（建設業等許可を有する事業主）

第４種（第１種組合員で２２歳未満の者）

第５種（第１種組合員で３０歳未満の者）

家族一人につき（５人を限度）

区分

４０歳～６５歳未満の者（一人につき）

種別

組合員基本
保 険 料

家族保険料

種別

第２号被保険者

健
康
相
談
窓
口
を
開
設

活

用

下

さ

い理
事
長

金
子
三
智
郎

第
七
十
六
回
長
建
国
保
組
合
会

3

平成２０年度保険料の額（月額）
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平
成
二
十
年
度
の
予
算
の
特

徴
は
、
制
度
改
正
に
よ
り
、
老

人
保
健
拠
出
金
の
予
算
が
六
億

九
、
六
六
七
万
二
千
円
減
少
と

な
っ
た
分
、
新
た
に
実
施
さ
れ

る
後
期
高
齢
者
支
援
金
、
前
期

高
齢
者
納
付
金
、
合
わ
せ
て
七

億
一
、
八
二
六
万
一
千
円
が
新

た
に
増
加
し
て
い
ま
す
。

ま
た
、
保
健
事
業
費
が
特
定

健
康
診
査
等
の
義
務
化
に
伴
う

健
診
補
助
等
の
経
費
増
で
、
前

年
度
よ
り
三
、
七
〇
九
万
円
増

加
し
て
い
ま
す
。

保
険
給
付
費
も
被
保
険
者
が

減
少
す
る
中
で
、
診
療
報
酬
の

引
き
上
げ
等
に
よ
る
医
療
費
の

増
加
が
予
想
さ
れ
、
前
年
度
と

比
較
し
て
七
、
二
八
五
万
七
千

円
の
増
加
と
な
っ
て
い
ま
す
。

一
方
保
険
料
収
入
は
、
後
期

高
齢
者
制
度
へ
の
被
保
険
者
の

移
行
や
自
然
減
で
、
前
年
度
よ

り
九
、
五
九
九
万
円
の
減
額
と

な
り
、
歳
入
予
算
の
三
九
・
一

％
と
、
初
め
て
四
十
％
を
下
回

り
ま
し
た
。

ま
た
、
減
収
と
な
る
保
険
料

や
不
足
額
を
補
う
た
め
、
十
九

年
度
決
算
剰
余
金
よ
り
、
二
億

四
、
六
九
七
万
三
千
円
を
繰
り

越
し
、
不
足
分
に
充
て
る
こ
と

と
し
て
い
ま
す
。

他
の
健
康
保
険
に
加
入
し
た
ら
す
み
や
か
に
組
合
へ
届
出
を

長
建
国
保
に
加
入
し
て
い
る

被
保
険
者
（
組
合
員
と
家
族
被

保
険
者
）
が
会
社
等
に
就
職
し

て
健
康
保
険
証
（
社
会
保
険
）

の
交
付
を
受
け
た
と
き
は
長
建

国
保
に
対
し
て
速
や
か
に
資
格

喪
失
の
届
出
を
し
な
け
れ
ば
な

り
ま
せ
ん
。

他
の
健
康
保
険
に
加
入
後
、

長
建
国
保
の
喪
失
届
を
し
な
い

ま
ま
放
置
し
ま
す
と
、
放
置
し

た
期
間
に
よ
っ
て
は
遡
及
し
て

の
保
険
料
の
返
還
が
受
け
ら
れ

な
い
場
合
が
あ
り
ま
す
。

ま
た
、
他
の
健
康
保
険
証
の

交
付
中
に
長
建
国
保
の
被
保
険

者
証
で
治
療
を
受
け
た
、
又
は

就
職
後
数
ヶ
月
経
過
し
た
後
に

健
康
保
険
証
の
交
付
を
受
け
た

が
、
交
付
を
受
け
る
ま
で
の
数

ヶ
月
間
に
や
む
を
得
ず
長
建
国

保
の
被
保
険
者
証
で
治
療
を
受

け
て
し
ま
っ
た
場
合
は
、
当
該

病
院
が
医
療
費
（
七
割
）
の
差

し
戻
し
（
過
誤
返
戻
）
に
応
じ

な
い
場
合
に
限
り
、
そ
の
医
療

費
に
つ
い
て
は
治
療
を
受
け
た

被
保
険
者
ご
本
人
に
対
し
て
長

建
国
保
よ
り
請
求
を
行
い
返
還

い
た
だ
く
こ
と
と
な
り
ま
す
。

資
格
喪
失
の
届
出
遅
れ
が
な

い
よ
う
ご
注
意
の
上
、
他
の
医

療
保
険
に
加
入
さ
れ
た
際
は
、

早
急
に
組
合
へ
届
出
下
さ
る
よ

う
お
願
い
し
ま
す
。

平成２０年度 長建国保歳入・歳出予算状況

平
成
二
十
年
度

予
算

構成比

０．１
２．８
６４．４

１４．８
２．６

１．５
７．８

１．２
２．７

０．０
０．０
０．１

１．９
１００

比 較

４４
２，８１２
７２，８５７

６０９，８１１
１０８，４５０

△６９６，６７２
△３１，５８４

△１３，７５０
３７，０９０

０
０
０

２，１８６
９１，２４４

前年度予算額

４，８９６
１１３，３４３
２，５８２，８９３

０
０

７５６，８７４
３５４，９７８

６３，０３７
７５，８９４

２
５００
２，１０２

７７，４８７
４，０３２，００６

２０年度予算額

４，９４０
１１６，１５５
２，６５５，７５０

６０９，８１１
１０８，４５０

６０，２０２
３２３，３９４

４９，２８７
１１２，９８４

２
５００
２，１０２

７９，６７３
４，１２３，２５０

科 目

１．組 合 会 費
２．総 務 費
３．保 険 給 付 費

４．後期高齢者支援金
５．前期高齢者納付金

６．老人保健拠出金
７．介 護 納 付 金

８．共同事業拠出金
９．保 健 事 業 費

１０．積 立 金
１１．公 債 費
１２．諸 支 出 金

１３．予 備 費
歳 出 合 計

構成比

３９．１

０．０

５３．８

０

０．０

１．０

０．１

０．０

０．０

６．０

０．１

１００

比 較

△９５，９９０

０

４９，１６２

１

０

△１０，９９８

１，９７４

０

０

１４７，０９５

０

９１，２４４

前年度予算額

１，７０７，５１５

１

２，１６７，４３４

０

１

５０，３８７

２，４２２

１

２

９９，８７８

４，３６５

４，０３２，００６

２０年度予算額

１，６１１，５２５

１

２，２１６，５９６

１

１

３９，３８９

４，３９６

１

２

２４６，９７３

４，３６５

４，１２３，２５０

科 目

１．国民健康保険料

２．手 数 料

３．国 庫 支 出 金

４．前期高齢者交付金

５．県 支 出 金

６．共同事業交付金

７．財 産 収 入

８．寄 附 金

９．繰 入 金

１０．繰 越 金

１１．諸 収 入

歳 入 合 計

組合員世帯に次のような理由で異動等が生じたときは１４日以内に組合へ届出をお願いします。

資●格●関●係 ※添付書類については、異動事由等により別途他の書類をお願いする場合があります。

提出期限

その都度

１４日以内

１４日以内

直ちに

１４日以内

１４日以内

その都度

１４日以内

直ちに

その都度

その都度

その都度

その都度

その都度

直ちに

直ちに

※添付いただく書類

・住民票謄本、現在加入の被保険者証、就労証明書

・療養付加金郵便局口座届兼同意書

※扶養家族がある方（該当する方のみ）

無職証明書、源泉徴収票等の収入金額がわかる書類、

高齢受給者証、被爆者健康手帳など

・市町村国保の被保険者証、住民票謄本、無職証明書

・被保険者証、住民票謄本、無職証明書

・会社の退職日がわかるもの

住民票抄本または母子手帳の写

被保険者証

被保険者証、就職先の健康保険証の写

被保険者証、死亡診断書の写

被保険者証

被保険者証、住民票謄本

破損した被保険者証

被保険者証、在学証明書、就学先の住所がわかるもの

被保険者証、出張先住所がわかるもの

被保険者証、連絡先住所がわかるもの

被保険者証、入所（入園）証明書

７０歳に達する方の所得（課税）額がわかる書類

（市町村の所得（課税）証明書、又は確定申告書の写等）

健康保険適用除外承認申請書に組合員資格証明後、関

係書類を添えて所轄の社会保険事務所へ届出下さい。

提出いただく届出書の名称

加入申込書

被保険者資格取得届

被保険者資格取得届

被保険者資格取得届

被保険者資格取得届

被保険者資格喪失届

被保険者資格喪失届

被保険者資格喪失届

被保険者資格喪失届

氏名・住所変更届

被保険者証再交付申請書

修学被保険者証交付申請書

特別被保険者証交付申請書

特別被保険者証交付申請書

特別被保険者証交付申請書

基準収入額適用申請書

健康保険適用除外承認申請書

保険料賦課区分変更申請書

こんなとき

○長建国保に組合員として新規に加入するとき

（建設長崎に新規加入する際は別途提出書類がありま

す。）

○家族が市町村国保から長建国保へ加入するとき

○家族が会社（社会保険）を退職し、長建国保の被保険

者として加入するとき

○出産したとき

○長建国保を脱退するとき

○転職等で他の健康保険に加入したとき

○被保険者が死亡したとき

○市町村国保へ移行するとき

○住所、氏名が変わったとき

○被保険者証を紛失・破損したとき

○自宅を離れ遠隔地の学校に就学するとき

○組合員が県外へ長期出張するとき

○病気療養、旅行等により長期間住所を離れるとき

○介護、福祉施設等に長期入所（入園）するとき

○７０歳に達するとき

（高齢受給者証の交付を受けようとするとき）

○組合員が法人事業所として事業を行うようになったと

き

○保険料賦課区分に変更が生じたとき

（単位：千円）●歳出

予算総額 ４１億２，３２５万円
（単位：千円）●歳入

（１９７４年５月３０日 第３種郵便物認可） 号 外 ２�建 設 長 崎毎月１回１５日発行 ２００８年（平成２０年）３月１５日発行



１人間ドック
健
診

料
の
補
助

医
療
費
通
知
の

実
施５

２特別健康
審
査

補
助

新
生
児
世
帯
へ
の

月
刊
誌
の

無
料
配
布６

３針灸マッサ
ー
ジ

施
術
費
の
補
助

健
康
優
良
家
庭
の

表
彰７

４指定温泉利用料金
の
割
引

及
び
補
助

そ
の
他
の
事
業
８

健
康
保
険
法
の
定
め
に
よ

り
、
す
べ
て
の
法
人
事
業
所

（
従
業
員
五
人
以
上
を
有
す

る
個
人
事
業
所
含
む
。
以
下

「
法
人
事
業
所
等
」
と
い

う
。）
に
つ
い
て
は
、
社
会

保
険
（
健
康
保
険
と
厚
生
年

金
保
険
加
入
、
各
保
険
料
負

担
は
事
業
主
と
従
業
員
と
の

折
半
）
の
強
制
適
用
事
業
所

と
な
り
、
そ
の
事
業
主
に
は

社
会
保
険
へ
の
加
入
が
義
務

付
け
ら
れ
て
い
ま
す
。

但
し
、
法
人
事
業
所
等
に

お
い
て
、
長
建
国
保
な
ど
の

国
保
組
合
に
加
入
し
て
い
る

組
合
員
が
従
業
員
と
し
て
従

事
し
て
い
る
と
き
、
そ
の
組

合
員
は
厚
生
年
金
保
険
に
は

加
入
さ
せ
な
け
れ
ば
な
り
ま

せ
ん
が
、
健
康
保
険
に
つ
い

て
は
長
建
国
保
の
組
合
員
と

し
て
適
用
が
認
め
ら
れ
る

「
健
康
保
険
適
用
除
外
（
兼
、

厚
生
年
金
保
険
資
格
取

得
）」
の
特
例
措
置
が
法
律

で
定
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

次
の
よ
う
な
場
合
、
法
人

事
業
所
等
の
事
業
主
は
、
健

康
保
険
適
用
除
外
の
承
認
申

請
を
所
轄
の
社
会
保
険
事
務

所
に
対
し
て
行
い
、
承
認
を

受
け
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

�
長
建
国
保
に
加
入
し
て

い
る
組
合
員
を
従
業
員
と
し

て
雇
用
し
て
い
る
場
合
。

�
新
た
に
雇
用
し
た
従
業

員
を
長
建
国
保
の
組
合
員
と

し
て
加
入
さ
せ
よ
う
と
す
る

場
合
。

尚
、
こ
の
健
康
保
険
適
用

除
外
の
承
認
申
請
を
行
わ
な

い
場
合
は
長
建
国
保
の
組
合

員
と
し
て
加
入
資
格
を
認
め

る
こ
と
が
で
き
ま
せ
ん
。
更

に
は
、
社
会
保
険
の
未
適
用

事
業
所
と
し
て
社
会
保
険
事

務
所
の
摘
発
を
受
け
た
場
合

に
は
遡
及
し
て
最
高
二
年
間

の
範
囲
内
に
お
い
て
、
社
会

保
険
（
健
康
保
険
料
＋
厚
生

年
金
保
険
料
）
の
適
用
を
受

け
、
事
業
主
並
び
に
当
該
従

業
員
に
対
し
て
遡
及
期
間
分

の
保
険
料
が
賦
課
・
徴
収
さ

れ
る
場
合
が
あ
り
ま
す
。

近
年
事
業
所
を
法
人
化
し

た
事
業
所
、
あ
る
い
は
法
人

事
業
所
等
に
お
い
て
健
康
保

険
適
用
除
外
の
承
認
申
請
を

し
て
い
な
い
事
業
主
組
合
員

の
皆
様
は
早
急
に
申
請
手
続

き
を
取
っ
て
い
た
だ
き
、
社

会
保
険
事
務
所
の
承
認
を
受

け
て
い
た
だ
く
必
要
が
あ
り

ま
す
の
で
組
合
各
支
部
事
務

所
ま
た
は
長
建
国
保
事
務
局

ま
で
ご
連
絡
下
さ
い
。

平成２０年度の
保険事業

平
成
二
十
年
度
よ
り
、
特
定

健
診
が
実
施
さ
れ
ま
す
が
、
特

定
健
診
と
併
せ
て
一
泊
二
日
及

び
日
帰
り
の
人
間
ド
ッ
ク
を
引

き
続
き
実
施
い
た
し
ま
す
。

本
年
度
の
予
定
人
員
は
、
一

泊
二
日
、
一
五
〇
名
、
日
帰
り
、

二
〇
〇
名
を
予
定
し
て
い
ま
す
。

実
施
及
び
申
込
み
等
の
詳
細

に
つ
い
て
は
、
組
合
新
聞
「
建

設
長
崎
」
の
機
関
紙
で
お
知
ら

せ
い
た
し
ま
す
。

組
合
員
、
家
族
の
皆
様
に
、

自
分
の
医
療
費
が
幾
ら
か
か
っ

た
か
知
っ
て
い
た
だ
き
、
医
療

費
に
対
す
る
意
識
の
向
上
と
、

医
療
費
の
請
求
が
適
正
に
行
わ

れ
て
い
る
か
知
る
た
め
に
、
ま

た
健
康
の
バ
ロ
メ
ー
タ
と
し
て
、

年
四
回
の
通
知
を
実
施
い
た
し

ま
す
。

特
定
健
診
と
併
せ
、
肺
ガ
ン

健
診
等
を
受
診
さ
れ
る
方
に
つ

い
て
、
長
建
国
保
よ
り
ガ
ン
健

診
等
の
費
用
の
一
部
を
補
助
い

た
し
ま
す
。

本
年
も
赤
ち
ゃ
ん
を
出
産
さ

れ
た
組
合
員
世
帯
に
、
二
年
間

（
一
年
目
は
毎
月
十
二
回
、
二

年
目
は
年
四
回
）
赤
ち
ゃ
ん
の

健
や
か
な
成
長
の
た
め
の
育
児

誌
と
し
て
、
育
児
誌
発
行
元
の

「
赤
ち
ゃ
ん
と
マ
マ
社
」
に
委

託
し
、
長
建
国
保
よ
り
無
料
で

配
布
を
行
い
ま
す
。

長
建
国
保
が
指
定
す
る
鍼
灸

マ
ッ
サ
ー
ジ
院
等
で
施
術
を
受

け
た
と
き
は
、
施
術
費
の
一
部

を
補
助
い
た
し
ま
す
。

補
助
を
受
け
る
方
は
、
受
診

さ
れ
る
前
に
、
各
当
該
支
部
で

施
術
を
確
認
し
、
申
請
用
紙
を

受
け
て
く
だ
さ
い
。

補
助
額
は
、
一
回
に
つ
き
一
、

五
〇
〇
円
、
年
間
十
二
回
（
た

だ
し
、
同
月
内
に
三
回
ま
で
の

受
診
補
助
と
な
っ
て
い
ま

す
。）
ま
で
と
な
っ
て
い
ま
す
。

組
合
員
・
家
族
の
健
康
管
理

促
進
事
業
と
し
て
、
一
年
間
無

受
診
世
帯
を
健
康
優
良
家
庭
と

し
て
、
各
支
部
大
会
で
記
念
品

を
添
え
表
彰
い
た
し
ま
す
。

健
康
の
保
持
増
進
を
図
る
た

め
、
組
合
が
指
定
す
る
温
泉
施

設
の
入
浴
料
金
を
通
常
の
入
用

料
金
よ
り
安
く
利
用
で
き
る
割

引
及
び
補
助
券
の
発
行
を
行
な

い
ま
す
。

補
助
券
の
発
行
は
、
支
部
事

務
所
で
発
行
い
た
し
ま
す
の
で
、

ご
利
用
の
方
は
お
問
い
合
わ
せ

下
さ
い
。

組
合
が
行
う
運
動
会
、
ソ
フ

ト
ボ
ー
ル
大
会
へ
の
助
成
、
全

世
帯
を
対
象
に
常
備
薬
セ
ッ
ト

の
無
償
配
布
や
生
活
習
慣
病
予

防
の
た
め
の
パ
ン
フ
レ
ッ
ト
の

配
布
等
を
実
施
し
て
行
き
ま
す
。

法
人
事
業
所
は

健
康
保
険

適
用
除
外

の
承
認
が
必
要
で
す

事業所を退職したときは
「事業所変更届」を

平
成
九
年
九
月
よ
り
組
合
員
が
、

法
人
事
業
所
（
健
康
保
険
適
用
除
外

事
業
所
）
に
勤
務
し
た
と
き
、
ま
た

そ
の
事
業
所
を
退
職
し
た
場
合
は
、

「
事
業
所
変
更
届
」
を
長
建
国
保
に

提
出
す
る
こ
と
が
必
要
と
な
り
ま
し

た
。ま

た
、
事
業
主
の
方
が
、
個
人
か

ら
法
人
へ
、
法
人
か
ら
個
人
へ
事
業

を
変
更
し
た
場
合
も
前
記
と
同
様
の

手
続
き
を
と
っ
て
下
さ
い
。

な
お
、
届
書
は
各
支
部
事
務
所
に

あ
り
ま
す
の
で
、
変
更
の
際
に
は
支

部
へ
お
届
け
下
さ
い
。

長
建
国
保
は
、
特
定
健
診
・
保
健
指
導
等
の
他
、

次
の
よ
う
な
補
助
事
業
等
を

本
年
度
も
実
施
し
て
ま
い
り
ま
す
。

毎月１回１５日発行 ２００８年（平成２０年）３月１５日発行建 設 長 崎号 外 （１９７４年５月３０日 第３種郵便物認可）３�



　従来、3歳未満のお子様の窓口
負担は2割でしたが、今回の法律
改正により、2割対象年齢（基準）
が「小学校未就学児」までに拡大
されました。�
　お子様が 6歳になった日以後、
最初の3月 31日までは2割、翌
4月1日より窓口負担は3割とな
ります。�

健診受診率の向上が健全運営に
特定健診の必要性にご理解を

今後の課題として、毎年負担する後期高齢者支援金、並びに特定健康
診査等の健診実施率（受診率）が国が定める目標値よりも著しく低い場
合にペナルティとして課せられる部分（後期高齢者支援金の１０％の額）
の負担額が、今後の長建国保の財政運営面を大きく圧迫するとともに、
更にはその不足財源として組合員皆様に対しまして保険料として一定の
負担をお願いしなければならない状況も充分想定されます。
長建国保では組合員と家族のための国保として、組合員と共に特定健
康診査等をはじめとする様々な事業を推進し、健全運営に努力してまい
ります。
皆様のご協力をお願いします。

生
活
習
慣
の
変
化
等
に
よ
り
、
糖
尿
病
等
の
生
活
習
慣
病
の

有
病
者
・
予
備
群
が
増
加
し
、
男
性
で
二
人
に
一
人
、
女
性
で

五
人
に
一
人
が
メ
タ
ボ
リ
ッ
ク
シ
ン
ド
ロ
ー
ム
（
内
臓
脂
肪
症

候
群
）
と
い
わ
れ
て
い
ま
す
。（
厚
労
省
発
表
平
成
十
七
年
度

統
計
よ
り
）

ま
た
、
そ
れ
ら
を
原
因
と
す
る
死
亡
は
全
体
の
約
三
分
の
一

を
占
め
る
と
推
計
さ
れ
て
い
ま
す
。

こ
の
よ
う
な
状
況
を
受
け
、
四
十
〜
七
十
四
歳
の
被
保
険
者

を
対
象
に
メ
タ
ボ
リ
ッ
ク
シ
ン
ド
ロ
ー
ム
等
の
生
活
習
慣
病
の

予
防
に
着
目
し
た
新
し
い
健
診
（
特
定
健
診
・
特
定
保
健
指

導
）
を
毎
年
実
施
し
て
い
く
こ
と
が
長
建
国
保
な
ど
の
医
療
保

険
者
に
義
務
付
け
ら
れ
ま
し
た
。

平
成
二
十
年
よ
り
始
ま
る
、
生
活
習
慣
病
予
防
の
た
め
の
新

し
い
健
診
・
保
健
指
導
を
積
極
的
に
利
用
し
、
バ
ラ
ン
ス
の
取

れ
た
食
生
活
、
適
度
な
運
動
習
慣
を
身
に
つ
け
ま
し
ょ
う
。

生
活
習
慣
の
改
善
を
支
援

保
健
師
に
よ
る

特
定
保
健
指
導

特
定
健
康
診
査
の
結
果
か

ら
、
生
活
習
慣
病
の
発
症
リ

ス
ク
が
高
く
、
生
活
習
慣
の

改
善
に
よ
る
生
活
習
慣
病
の

予
防
効
果
が
多
く
期
待
で
き

る
方
に
対
し
て
、
生
活
習
慣

を
見
直
す
サ
ポ
ー
ト
を
行
い

ま
す
。

特
定
保
健
指
導
に
は
、
リ

ス
ク
の
程
度
に
応
じ
て
、
動

機
づ
け
支
援
と
積
極
的
支
援

が
あ
り
ま
す
。
よ
り
リ
ス
ク

が
高
い
方
は
積
極
的
支
援
に

な
り
ま
す
。

特
定
健
康
診
査

と
は
―
―
―
―

特
定
健
康
診
査
と
は
、
メ
タ
ボ

リ
ッ
ク
シ
ン
ド
ロ
ー
ム
に
着
目
し

た
健
診
で
、
健
診
対
象
者
全
員
が

必
ず
受
け
る
基
本
的
な
健
診
と
、

医
師
が
必
要
と
判
断
し
た
場
合
に

選
択
的
に
受
け
る
詳
細
な
健
診
が

行
わ
れ
ま
す
。

健健康康相相談談窓窓口口
開開設設ののおお知知ららせせ

長建国保では、健康に関する不安や食（栄養）に関する疑問点な
どの相談窓口として「健康相談窓口」を開設し、専門スタッフ（保
健師）が皆様からの疑問やご相談に応じています。
皆様の健康生活を応援しています。お気軽にご利用下さい。

１．相談窓口 長崎県建設事業国民健康保険組合事務局内
長崎市城山町２９－２６
電話 ０９５－８６２－８４６３

２．相談時間 １０時～１６時
３．内 容 �健康に関する悩みごと

�生活習慣（食生活）へのアドバイス
�健診結果に基づく保健指導
�血圧測定・体脂肪測定（希望者のみ）

４．対 象 者 長建国保に加入している被保険者
※相談者のプライバシーは個人情報保護の規程により厳守します。

私
た
ち
の
仕
事
を
確
保
し

暮
ら
し
を
守
る
た
め
に

未
加
入
の
仲
間
を

ご
紹
介
く
だ
さ
い
。

長
建
国
保
に
加
入
で
き
る
の
は
、
長
崎
県
内

に
居
住
し
、
建
設
事
業
に
従
事
し
て
い
る
方
と

な
っ
て
い
ま
す
。

た
だ
し
、
長
崎
県
内
の
法
人
事
業
所
に
従
業

員
と
し
て
勤
務
し
、
佐
賀
県
内
に
居
住
し
て
い

る
方
は
健
康
保
険
の
適
用
除
外
申
請
を
す
れ
ば

加
入
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

な
お
、
長
建
国
保
に
加
入
さ
れ
る
方
は
、
長

崎
県
建
設
産
業
労
働
組
合
（
略
称
・
建
設
長

崎
）
の
組
合
員
の
方
と
な
っ
て
い
ま
す
。

平
成
二
十
年
四
月
よ
り

特
定
健
康
診
査

特
定
保
健
指
導

が
始
ま
り
ま
す

●リスクに応じた指導内容

健診結果から今の健康状況を把握し、健
康な生活を送るための生活習慣の見直しや
改善のきっかけとなる情報が提供されます。
非該当者だけでなく、全員に実施されます。
病気予防や生活習慣に関する正しい知識

を広報するために、保健指導誌・小冊子の
配布等の情報提供を行います。

自分の生活習慣の改善点や実践していく
行動等に気づき、自ら目標を設定し行動に
移すことができるような支援がなされます。
保健師等の指導のもとに行動計画を作り、

原則１回の動機づけを行います。計画通り
効果が出ているか等の評価を行います。
（個別支援、グループ支援など）

健診判定の改善に向けて、継続的に実行
できるような支援がなされます。
保健師等の指導のもとに行動計画を作り、

３ヶ月以上の定期的・継続的な働きかけを
行います。計画通り効果が出ているか等の
評価を行います。
（個別・グループ支援、電話、Eメール等）

情報提供

メタボリックシンド
ロームのリスクなし

動機づけ支援

リスクが出現しはじ
めた段階

積極的支援

リスクが重なりだし
た段階

●特定健康診査の検査項目

○質問票（服薬歴、喫煙等）

○身体計測（身長、体重、BMI※、腹囲）

○血圧測定 ○理学的検査（身体診察）

○検尿（尿糖・尿蛋白）

○血液検査

・脂肪検査（中性脂肪、HDLコレステロー

ル・LDLコレステロール）

・血糖検査（空腹時血糖又はヘモグロビン

Ａ１ｃ）

・肝機能検査（GOT・GPT・γ－GTP）

※一定の基準の下、医師が必要と認めた場

合に実施

○心電図 ○眼底検査

○貧血検査（赤血球、血色素量、ヘマトク

リット値）

※BMI＝体重（�）÷身長（�）÷身長（�）⇒数値２５以上は危険ゾーン

基本的な

健診項目

詳細な健

診の項目

●よくあるご質問
特定健康診査は実施年度において、４０～７４歳となる被保険者（毎
年度４月１日現在での加入者）が対象です。

長建国保より対象者に受診券（保健指導の場合は「利用券」）
や受診案内を送付しますので、受診券（利用券）と被保険者証を
持って、長建国保が指定する実施機関にて受けることができます。

特定健康診査・特定保健指導を受けやすくする体制を整えるた
め、現在健診費用（個人負担）等も含めて関係機関と調整中です。
詳細につきましては後日ご案内致します。

長建国保が指定します実施機関であれば自由に選ぶことができ
ます。尚、厚生労働省が定める基準を満たした実施機関に限りま
す。

特定健康診査・特定保健指導は、加入対象者に受診・利用は義
務付けられていませんが、受けない場合はご自身の生活習慣を見
直す機会を逃してしまうことになりますので、積極的な受診・利
用をお願いします。未受診の方には長建国保より受診券（利用券）
の送付確認等のご連絡を行う場合がありますのでご理解とご協力
をお願いします。

個人情報保護法に基づき、長建国保や特定健康診査・特定保健
指導を行う関係機関においては、健診等の結果データ等を厳重に
管理するとともに、受診者のプライバシー情報を守ることが義務
付けられていますのでご安心下さい。

特定健康診査・特定保健指導と合わせて、人間ドックも従来通
り実施します。

特定健診の受診対
象は？
特定健診・特定保健指
導を受けるためにはど
うすればいいの？

どこで特定健診・
特定保健指導を受
けられるの？

実施機関は選べる
の？

特定健診・特定保
健指導を受けない
とどうなるの？

プライバシーは大
丈夫？

人間ドックは引き続
き実施しますか？

（１９７４年５月３０日 第３種郵便物認可） 号 外 ４�建 設 長 崎毎月１回１５日発行 ２００８年（平成２０年）３月１５日発行


